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１ 関係機関連携の必要性と「関係機関連携要領」のねらい 
 

近年、大規模な救助・捜索活動を必要とする自然災害が増加している。令和に

入ってから、１都 12 県に大雨特別警報が発表されるなど広域に大きな被害をもた

らした令和元年東日本台風（台風 19 号）や、停滞した梅雨前線が九州地方を中心

に記録的な大雨となり、死者 84 人、1.6 万棟を超える住家被害が発生した令和２

年７月豪雨、静岡県熱海市における土石流災害により住宅地に大きな被害が発生した

令和３年７月１日からの大雨など、多くの人命と財産に被害を与える災害が続いて

いる。 

こうしたいずれの災害でも、消防とともに、警察、海上保安庁、自衛隊が連携し

て救助・捜索活動を行い、内閣府（防災担当）や国土交通省などの機関から安全

管理や情報共有等の支援を受けるなど、関係機関が協力して救助・捜索活動を遂

行した。自然災害が激甚化・頻発化するなかで、このような機会は更に増えてい

くことが予想される。 

 

大規模な災害時の救助・捜索活動では、被災市町村災害対策本部のもとで、活

動調整会議が開催され、警察・消防・海上保安庁・自衛隊の部隊は、必要に応じ

て現地に合同調整所を設置し、関係機関が情報を共有し合いながら、活動方針を

まとめ、現地対応に臨むことが一般的である。災害応急対策の責任者である災害対

策本部長（市町村長）を補佐し、災害対策本部の一員として救助・捜索活動を指揮す

る被災地消防本部の消防長及びその指揮を支援する職員（緊急消防援助隊指揮支

援隊、消防庁リエゾンを含む。）は、それらをリードする立場となる。いつどこで

起こるか分からない災害に対して、各消防本部が関係機関と連携を図るために、

日頃から備えをしておくことが求められる。 

 

救助・捜索活動における関係機関との連携を効率的に図っていくためには、 

① 各機関で情報共有し、活動方針を調整する場である「活動調整会議／現地合同

調整所」を効果的に運営すること。 

② 各機関の救助・捜索能力に関する情報（例：組織、役割、活動エリア、保有資

機材・車両など）をあらかじめ知っておくこと。 

③ 平素からの顔の見える関係を構築すること。 

が重要であり、「関係機関連携要領」では主に①及び②に資する情報をまとめてい

る。消防長及びその指揮を支援する職員を中心に災害時及び平素からの活用を期待する。 

なお、これらをまとめるにあたっては、消防庁内においては、参事官室が事務局とな

り、特に災害現場での緊急消防援助隊と他機関との調整を含めた運用を所管する広域応

援室、大規模・特殊災害時に安全管理等を支援する消防研究センターと緊密に連携する

とともに、消防と同じく救助・捜索活動を担う警察庁、海上保安庁及び防衛省のみな

らず、その活動を調整・支援するノウハウを有する内閣府（防災担当）、国土交通

省及び法務省からも協力・資料提供を受けている。 

 

 なお、本要領は災害事例や活動実態等をもとに、必要に応じて適宜改訂してい

く。 

 

 



  

２ 本要領の適用対象、用語の解説等 

 ○本要領の適用対象 

  本要領は、大規模な自然災害において複数機関が協力して実施する救助・捜索

活動に係る必要な関係機関の連携を対象としている。 

 

 なお、本要領は、主に令和３年７月１日からの大雨により発生した熱海市にお

ける大規模土石流災害の対応を中心に、近年の大規模災害対応の経験等の関係者

からの聴取や記録を踏まえて作成されたものであり、必要な関係機関との連携等

については、現に発生した災害の規模、形態、種類、その他の状況に応じて、関

係者間で調整することが必要であることに留意する。 

 

 ○用語の解説等 
 

用語 解説等 

被災地消防本部 被災地を管轄する消防本部 

指揮本部 被災地消防本部の指揮本部 

指揮者 被災地の市町村長又は当該市町村長の委任を受けた消防長 

活動調整会議 

防災基本計画に記載されており、警察・消防・海上保安庁・

自衛隊の部隊がそれぞれ連携を図りながら円滑かつ効果的に

救助・救急、消火活動等を行うための情報の共有及び活動調

整を実施する会議 

現地合同調整所 災害現場において、警察、消防、海上保安庁、自衛隊、DMAT 等

関係機関間における情報共有及び活動調整等を行う場所 

受援計画 
被災地消防本部において緊急消防援助隊の応援等を円滑に受け

入れ、連携して効果的な活動を行うための計画 

 

  



 

 

  

３ 防災基本計画における規定 

防災基本計画においては、消防をはじめとする各機関の実動部隊が協力・連携

し、円滑かつ効果的に救助・救急活動を実施するため、下記のように規定され、

活動調整会議等による調整や関係機関の支援等を通じた効果的な救助・救急活

動の実施が求められている。 

 

（第２編 第２章 抜粋） 
○災害発生後、被災者に対し救助・救急活動を行うとともに、負傷者に対し、必要な医療活動

を行うこと、必要に応じ消火活動を行うことは、生命及び身体の安全を守るために最優先

されるべき課題である。 

１ 救助・救急活動 

（１）住民及び自主防災組織の役割（略） 

（２）被災地方公共団体による救助・救急活動（略） 

（３）被災地域外の地方公共団体及び国の各機関による救助・救急活動（略） 

（４）事故災害における事業者による救助・救急活動（略） 

（５）資器材等の調達等（略） 

（６）部隊間の活動調整 

○国〔警察庁，消防庁，海上保安庁，防衛省〕は，警察・消防・海上保安庁・自衛隊の部隊が

それぞれ連携を図りながら円滑かつ効果的に救助・救急，消火活動等を行えるよう， 政府本部，

現地対策本部のほか，被災都道府県及び被災市町村の災害対策本部において，                                                                                                                                                        

活動調整会議等により，効果的な救助・救急，消火活動等に資する情報（要救助者の発見

場所，行方不明者の特定に資する情報，安全確保に資する情報，燃料補給の確保状況等）

の共有や活動方針等の調整を行うものとする。 

○災害現場で活動する警察・消防・海上保安庁・自衛隊の部隊は，必要に応じて，合同調整所

を設置し，活動エリア・内容・手順，情報通信手段等について，部隊間の情報共有及び活

動調整，必要に応じた部隊間の相互協力を行う。また，災害現場で活動する災害派遣医療

チーム（ＤＭＡＴ）等とも密接に情報共有を図りつつ，連携して活動するものとする。 

（７）部隊の活動支援 

○政府本部及び現地対策本部は，関係省庁等の協力を得て，警察・消防・海上保安庁・自衛隊の

部隊活動の安全確保のための専門的な助言等を行う体制を構築するものとする。 

○国土交通省緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）は，警察・消防・自衛隊の部隊

の円滑かつ迅速な進出，活動を支援するため，排水ポンプ車，照明車，衛星通信車等の派

遣，土砂災害その他の所管領域に関する部隊活動の安全確保のための助言，被災地へのア

クセス確保等を行うものとする。 



 

 

  

４ 活動調整会議・現地合同調整所について 

消防機関は、一次的に地域の災害に対応すべき存在であるが、マンパワーや資機材等の資源（リソ
ース）は限られている。そのため、平時から警察、海上保安庁、自衛隊、DMAT等の関係機関とそれぞ
れの特性について相互理解を深める必要がある。発災時には、これらと協力し、それぞれの特性を活
かしながら、人命救助に向けて連携することが重要である。被災地消防本部は、市町村災害対策本部
内にて市町村首長部局と密に連携・調整を図りながら、救助・捜索活動について、警察、自衛隊等と
消防力の状況等について情報を共有した上で適切に活動する必要があるところ、「活動調整会議」、
「現地合同調整所」がその連携・調整を行うための場となる。 

法令等に基づく関係機関との関係については、以下の図のとおりである。このように、大規模自
然災害時に効果的な救助・捜索活動を行うために、活動調整会議、現地合同調整所等で、被災地消
防本部等は関係機関と連携調整を実施していく。 

 

 

 

 
 
【活動調整会議等に臨む基本姿勢】 

○関係機関集結前に、できるだけの災害被害情報を収集・集約・整理しておくこと。 

○多くの関係機関から積極的に情報収集するとともに共有もすること。 

○地図、ホワイトボード等を活用して可能な限り情報を見える化をすること。 

○専門用語を避け、すべての関係機関が理解できるような｢平易な言葉｣を使用すること。特に地名やランドマ
ークとなる施設名などの固有名詞の読み方などを早期に共有すること。 

○関係機関が次に行う活動内容、実施主体、日時、場所等、活動内容を把握すること。把握した内容は、救
助・捜索活動現場に確実に伝達すること。 

○活動方針、体制は、状況変化に応じて柔軟に見直すこと。 

 

消防組織法等に基づいて設置される会議等及び関係機関との関係 



 

 

  

５「関係機関連携要領」の構成 
 

「関係機関連携要領」は主に次の Ａ～Ｃ で構成されている。 

 

Ａ：「活動調整会議」におけるTo Doリスト 

活動調整会議において必要な項目を「To Doリスト」として一覧表にまとめたもの。別

紙に実動部隊の責任者、安全管理方針の策定、関係機関の窓口などを確認する様式を整え、

加えて「To Doリスト」の項目の解説や例等で構成されている。 

  ＜活用場面＞ 

   実際の災害対応の活動調整会議や現場、訓練で関係機関と連携調整するにあたって

活用することを想定している。（To Doリストの「解説」は平時から学ぶことによりTo 

Doリストの活用方法を理解するためのもの） 

 

Ｂ：関係機関資料 

消防と同様に救助・捜索活動の担い手である警察、海上保安庁、自衛隊のほか、救助・捜

索活動等を補完する機関である法務省に関する組織、体制、保有機材などを紹介する資料、

さらに救助・捜索活動の支援となる活動を行う内閣府（防災担当）のＩＳＵＴ、国土交通

省のＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ等の活動紹介資料で構成されている。 

 ＜活用場面＞ 

    平時から各関係機関の救助・捜索能力、組織等を把握するために活用することを想定

している。 

 

Ｃ：奏功事例 

救助・捜索活動現場において関係機関が連携した好事例や、関係機関同士の平素から

の顔の見える関係作りの好事例を収集し、とりまとめている。 

＜活用場面＞ 

各消防本部が実際に経験した事例や平素から行っている取組みを学ぶことを通じて、

関係機関連携の意義や効果を確認するとともに、訓練等の企画に活用することを想定し

ている。 

 

 

 
※ 自衛隊は、天災地変その他の災害に対して、人命又は財産の保護のため必要がある

と都道府県知事等が認め、災害派遣要請がなされた場合において、事態やむを得ない

と認めた際、部隊等を救援のために派遣する（自衛隊法第83条①②）。救援に際して

自衛隊は、人命救助活動を最優先で行いつつ、生活支援等は、地方公共団体、関係省

庁等の関係者と役割分担、対応方針、活動期間、民間企業の活用等の調整を行うもの

としている。このため、本連携要領で記載する自衛隊との調整事項や自衛隊の役割等

は、あくまで一例であり、活動の要否を含め、当時の状況によることに留意する。 

 

 

 

 

 

 

 


